
には、 △3.9%と 大 きく落 ち込んでいる。業種別 にみて

もほ とん どの業種で鉱工業全体 と同 様の動 きをみせてお

り、 また年度 を通 じてみる と、 出荷の伸 びは、 どの業種

で も生産 の伸びに応 じた もの となってい る。従って、生

産が好調であった一般機械 工業127.3%》 、電 気磯械工

業`24.7%)、 鉄 鋼業(20.1%)、 金 属製品工業(17.1

%)、 非 鉄金属工業ll5.2%)等 は出荷 も好調である

一方、化学工業`11.1%)、 輸 送機械工業`8.8%}、

繊 維 工 業(1.8%)等 は 鉱工業平均の出荷を下回 り、

またそれぞれ前年度の伸びをも下回 ることとなった。財

別 にみ る と、資本 財125.0%}が 前 年度 の伸び率 を大

き く上回っているが、建設 護材`13.5%)、 耐久 消費財

16.9%)は 、 前年度 よ りも大 き く伸び率が鈍化 してい

るほか、非耐久消費財`7.1%)、 生産 財`12.0%)も 、

わずか ながら も前 年度 の伸 び 率 を 下回 る伸び率 を示 し

たo

4鉱 工業製品在庫の動向

鉱工業 製品在庫の動向は、年平均の対前期 伸び率で

0.3%と なっている。期別 の推移をみる と・4、6月 期

0.9%、7、9月 期1.0%、10～12月 期0。9%と 旺盛

な需要を反映 した好調 な出荷 によって各期 とも伸 び璽は

低 く推移 していた瓜49年1～3月 期 に至 って需要 の減

退による出荷減か ら、3.4%と 大 巾な増加をみせる こと

とな った。業種別 にみると、 年度の前 半か ら後半 に入る

時期にかけ て需給逼迫が問題 となっだ窯業 ・± 石製品工

業`▲5.9%)、 化学工業`▲12.4%)、 パ ル プ ・紙 ・紙

加工品工菜lA27。8%)等 で前年の水準か ら大 き く落

ち込 んでいるのが 目立 っている。 財別 にみる と、資本財

(10.7%)、 建設資材`5.3%)の 増 加が 目立 っが、

耐久 消費 財(2.9%)、 非 耐久消費財(2.1%)は 若干

の伸 びに とどま り、生産 財`▲5.1.%)は 、減少 してい

るo

在庫率指数は、48年 中は需給のひっ迫 を反映 して低水

準に推移 していた。 しか しなが ら49年 に入ってか らは需

要 の減退傾向が 見えは じめただめ、49年1月(82.9)を

底 として、年度末 には47年 末の水準にまで急速 に図復 を

みせ た。

9統 計

1総 説

統計調査 を担当する調査統計部では、商業 ・工業 両セ

ンサ ス、生産 動態統計調査 をは じめ として、 商工鉱業 に

調す る各種統計調査 を実施 してい る瓜 これ らの統計調

査の結果 は、産 業経済政策策定に不可欠の基礎資料 とし

てばか りで なく、民間企業の経営上 の指針 として、 まπ

学術研究資料 として も駆めて重要 な役割 をはた している。

昭和48年 度の経済情勢 は、エ ネルギー危機及 び物不足 に

象徴され るように誠 にめまぐる しい動きが あ り、 日本経

済の各分野は多大の影響を被 った。

この ような状況 の もと、客観的 な統計 データに裏付 け

られた台理的な施策の展 開は、政策当局、民間を問わず、

ますます強 く安請 されている ところであ り、 これ に対応

して経済統計 に対する仕会的、行政的需妥 は、年 々増大

する傾向 にある。

しか し、他方に知いて、読計調査負の確保難、調査に

対する一般 の協力度 の低下 など、調査摸境の悪化傾向が

年々はなはだ しさを朋えてお り、統計作成面での各種 の

問題 を解決する必要 にせま られてい る。

調査統 計部では、 このよ うな問題意識を もとに、昭和

48年 度 に診いては②に掲げ る各種統計調査 を実 施し、精

確かつ迅 速な統計の作成、 公表に努め るとと もに、③に

述べ る各種統計の加工 、分析作業 を推進 したほか、次の

ような諸 施策 を講 じたo

① 通産統計体系 の合理化、 シス テム化

各一周査相互 同の リンケージの強化 、 メール調査の導

入、各調 査問の重複の排除等について検討 を加え、一

部実現 をみ るとともに、一部でテス ト調 査を実 施 した。

② 集計機械化の推進

従来の電算処埋のほか、新たに、生産 動態統計調査

の審査、集 計の機械化3力 年計画 を立築 し、48年 度に

澄いては、生動153月 報 の うち15月 報 の電算処理 に着

手 しだ。

③ 統計解析の充実

生産 予測指数の基準 改訂140年 →45E)を 行 うと

ともに、新たに実現率、計画変更 率を公表 し、利用 の

便宜 に供する こととした。

また、全国産業 連関表については8月 に速報が 公表

され、49年2月 には基本表 の完成 を見た一地域産業連

関表 にっいては、47年 度 に引 き続 き作菜 を行っだ。

④ 調 査票 提出促進、実 査体制強 化

統計業務 の基本 となる調査票提出促進 の重要性にか

んがみ、従来 より諸対策1対 事業所:大 臣表彰、優 良

事 霞所表示板交付、調査結果 の壌元等/対 調査員:大

臣表彰、叙勲/対 局県:100%提 出促 進運動等}を 実

蒜 しているが、 調査凝 境の悪化 しつつある現状 にかん

がみ、 これを更に拡充、強化 した。

⑤ 「統計の 日」の制定

統計に対 す る関心 と理解を深め、統計調査に対す る

協力 を喚起するため1Q月18日 を 「統計の 日」 として制

定 し、 この日を中心に政 府、地方公 共団体及び民間 に

齢いて各種行事を行 った。

⑥ 統言†翻 ξ二)国際イヒ

統計の国際比較可能性 を強化ナ るため、国連の勧告

に従って、1973年 世 界鉱工業 センサスに参加 した。

また、我が国 の統計調査創度の改善 に資するだめ、 ア

メ リカ合衆国.カ ナダ、 メキシコに絞計調査団を派遣

した。

⑦ その他

統計業務の近代化、高度化 を促進するだめ、 職員 に

対 して コン ビユー タ研修 を実 施す る とと もに、各種研

修 を本省職員、局職員 、 都道府県職員 に実施 しだ。



まだ、新規調査として昭和48年特定サー ビス業実態

調査を実施するとともに、定期的特別調査として商業

実態基本調査及び工作機械設備等絞計調査を実施した。

2統 計調査の実施

① 指定統計

統計法に基づ く指定絞計として、次の調査が本年度

に実施された。

〔調査統計部 〕

。工業統計調査1指 定統計第10号}

。通商産業省生産動態統計調査`指 定統計第11号)

・昭和48年特定サービス業実態統計調査1指 定統計第

113号}

o商業動態績言十調査`指 定績言†第64号)

。商業実態基本調査1指 定統計第 囎 号)

・百貨店販売統計調査`指 定績計第34号)

・石炭等需給動態績計調査`指 定統計第27号)

。非鉄金属等需給動態統計調査`指 定績計第49号 】

・石油製品需給勤態統計澗査(指 定統計第51号)

・繊維流通統計調査(指 定統計第19号)

・紙流通統計調査1指 定績計第95号 〕

。機械器具流通統計調査1指 定統計第101号}

〔通商政策局 〕

・貿易業態統計調査1指 定紛計第58号}

〔賃源エネルギー庁〕

・埋蔵鉱量績計調査`指 足統計第40号)

・ガス事業生産動態統計調査1指 定績計第43号}

② 承認絞計

統計報告調整法に基づ く行政管理庁長筥の承認を受

けて、本年度に実 施 しπ承認統計調査は、次のと於り

である。

〔調査統計部〕

・製造工莱生産予測調査

。鉄鋼需給動態統計調査

・機械類割賦販売調査

。段ボール工業設備等実態凋査

・革需給動態統計調査

Q羊 毛 トップ工業調査

。紙 ・パルプ製造設備調査

oセ メント需給動態統計調査

。生コンクリート四半期報

・炭鉱請負労務者作業別凋査

・炭鉱従菜者調査

。炭鉱設備調査

・炭鉱作業別工数調査

・本邦鉱業のすう勢調査

・亜炭設備調査

・石油設備調査

。コークス製造設備調査

。長壁式採炭切羽調査

。掘進切羽調査

まπ調査統計部以外の各局では、次のと慶り調査が

行われた。

〔通商政策局 〕

Q輸 出入動向調査 通商調査課

〔産業政策局 〕

。設備投資調査 産業貧金課

・設備資金調達調査 〃

。余暇産業及び余暇謁連産業の実態調査 余暇開発室

・外部情報の収集及び加工に関する実態調査

企業行動課

・企業経営の情報化の現状に関する調査"

。外資系企業動向調査 国際企業課

。て)が国企業の海外箏業活動に関する調査 国際企業課

〔立地公害局 〕

・公害防止投資調査 公害防止企画課

。排煙に関する汚染負荷量原単位調査"

。工場移転に伴 う殺備投資詞査 工業再配置課

・工場分散及び実態調査 〃

。工場立地動向調査 立地指導課

。災害月報 保安課

〔基礎産業局 〕

・石灰用途別出荷実績 化学肥料課

。りん酸質肥料受払報告 〃

。合成ゴム需給期報 化学製品課

。高炉作業月報 裂鉄課

。平炉作業月報 〃

。転炉作業月報 〃

。竃気炉作業月報 〃

。圧延作業月報 〃

〔機械情報産業局 〕

。情報産業動向調査 情報処理振興課

・医用電子装置調査 電子機器電機課

。電子計算機納入下取調査 〃

。情報処理実態調査 電子政策課

〔生活産業局 〕

。ねん糸製造業の設備生産流通調査 原料紡績課

。かさ高加工紙裂造の設備生産流通調査 〃

〔資源エネルギー庁〕

。鉱害賠償状況調査 鉱害課

。粗金及び金地金の生産及び受払状況報告書 鉱業課

Q粗 金または金地金の受払報告書 〃

。石炭原価計算報告書 炭政課

。収益状況等報告書 〃

。石炭荻売価格関係報告書 〃

。電気事業年報 計画課

。発受電月報 〃

。電燈電力需要月報 〃

。大 口電力使用状況四半期報 〃

〔中小企業庁 〕

。景況調査 調査課

。商業、サービス業設備投資勤向調査 〃

・中小企業経営調査 指導課

。中小企業の資本調達状況等に関する施策普及調査

施策普及室



。中小企業の税制に関する施策普及調査 施策普及課

〔特許庁〕

。特許 ・実用新案登録出願の審査請求の調査

調整課(審 査第2部)

3統 計解析

調査絞計部では前項で述べたよう略 種絞計調査を実

施、公表しているが、更に、これらのデータを加工 し分

析するとともに分析手法の開発、研究を行っている。

これ ら解析業務の主なものを列挙すると、①指数の作

成、②産業連関表の作成及びこれを用いた分析、③経済

動向の分析、④絞計解析手法の研究、開発等である。以

下48tlEecの 業務 を中心に具体的に示すと次のとk・bであ

る。

① 指数の作成

当部1τ齢いて定期的に1乍成、公表 している指数は次

の16種類である。

(イ)付 加価値ウェイト生産指数

(→ 生産額 ウエイト生産指数

の 生産老出荷指数

←)生 産者製品在庫指数

㈹ 生産者製品在庫率指数

(一う 販売業者在庫指数

(ト)原材料消費指数

㈱ 原材料在庫指数

ω)生 産能力指数

侮)生 産能力生産指数

ω 稼働率指数

㈹ 製造工業生産予測指数

⑦ 商業販売額指数

㈲ 商業在庫額指数

(ヨ)百 貨店販売額指数

㈱ 百貨店在庫額指数

以上の各指数は経済活動の動向を把握するうえで、

近年その重要性を著しく増して於 り、こうした要請に

応えるだめ、毎月、速報1生 産、出荷、在庫、原材料

の各指数}及 び確報の形で公表している。また、製造

工業生産予測指数は2ヵ 月先の製造工業の生産計画を

調査し、 これを指数化 しだもので、先き行きの生産動

向を予測ナるものとして、各方面から注目を集めてい

る。48tlE度においては4〔}年基準か ら45年基準に改訂さ

れ、まだ49年1月 からは実現率、計画変更率も公表し

ているo

各指数は、その精度を向上させ、経済動向の現状を

的確に反映tる よらに5年 毎に基準年次の改定を行っ

ているo

② 産業連関表の作成

(イ)全 国産業連関表

産業連関表 とは、一定地域で行われた経済取引き

を一覧表に記録した表であり、経済構造の分析や経

済予測及び計画を行 ううえで、極めて重要な分析用

具 として利用できる。

レオ ンチエフ教授 に よって提唱された産業連関論

に基づ き、当省では昭和26tkE表 を作成 し、後 に関係

各省 との共同作業 として30年 表、40年 表 を作成、公

表 してきだ。今回は45年 度か ら45年 表の作成作業 に

着手 し、速報を48年8月 に、最終報告書を49年2月

公表 しだ。

(ロ)地 域間産業連関表

地域間産業連関表 とは、2以 上の地域 を対象 とし

て、地域内及 び地域相互間の経済取引 きを同時に記

録 した表である。

当省では全国を9地 域 に分割 し、35年 表 を42年 に

公表 し、40年 表を45年3月 に公表 してい る。48年 度

は45牢 表 の作成作業 を行 った。

③ 経済動向の分析

調査統計部では前述 の各種指数及び産 業連関表 を作

成、 公表 しているが、 これ らの指数か ら得 られた資料

を基 にし、 これ に加えるに他省庁の経済動 向を示す種

々の資料 を使 って、各 四半期毎に、我が国の鉱工業生

産動 向を分 析、発表 している。近年、経済活動はます

ます複雑 になって於 り、我々を取 り巻 く経済環境の変

化は一層、激 しい もの になってい ると言え よう。 この

ような状 況に齢いて、短期的 な経済分析 に対す る需要

はとみに増 して きてい る。

④ 統計 資料の整備、保存

当部で調査、作成 している生産動態統計及 び需給動

態統計の資料 は逐年膨大 な量 に及んで おり、複雑化、

迅速化が要請 されてい る行政需要 に応え、有効利用 を

はか るだめ、各種続計情報を体系的に整備 、保存、蓄

積す ることが急務 となってい る。 このよ うな要請に応

え るだめ、約2,000品 目にっい て、昭和23E・`・42年 の

データを磁気 テープに収め、 これ を利 用する うえに必

要 な各種統計1工 業統計、指数、産業連関表、貿易統

計、 日本標準産業分類)と の対応 を一覧 にした コンパ

ー トテーブル を作成 した らえ、 これ ら原 データを加工

する プログ ラムを準備 し、利用者に供する とい う 「デ

ータフ ァイ リングシステ ム」 の開発を進めてい る。

⑤ 統計手法の研究、開発

当部では、前述 の各種 指数の発表及び経済動向の分

析を行ってい るが、 これ ら指数の精度向上及び最近の

経済動向の変化に適台 した経済分析 を行 うために、各

種の統計手法 の研究、開発を行 ってい る。

4続 計事務の電算処型 ヒ

調査統計部では、増大する計算業務の効率的処理のた

め、また、統計需要者側の公表迅速化の要請 に応ずるた

め統計 事勝の電算処理化 を推進 してい る。45年1明 の機

構改革で、調査統計部製表課は統計情報 室 に改組 され、

本室 を通 じ調査統計部はコン ピユーター ・センターに参

加 してい る。 コンビa一 ター ・セン ターには5台 の汎用

コンピユーターが設置されてい るが調査統計部は このう

ち一般 事務用の3台 を情報管理課 と共用 して業務処理 を

行 っている。



48年 度 中に機械 計算業務 として取 りま とめた ものは次

の と診りである。

ム 商業動態統計調査月報

2.工 業統計調 査47年 速報

3.工 業 統計調 査46年 確報

生 工業用地用 水調査

5.工 業統 計分布相関表

6.鉱 工業関連指数計算

7,指 数改訂業務

8.生 産予測指数計算

9.産 業連関分析

10.地 域産業連関分析

11。 生産動態績計等 データフ ァイル

12。 石炭切羽調査

13.石 炭 工数調査

14。 石油製品需給統計調査

15.紙 流 通統計調査

16。 機械器具流通統計調査

17e生 コ ンク リー ト流通統計調査

18.流 通 フロー表 作成

19.セ ル フサ ー ビス統 計表

20.事 業 所ljス ト整備

21.工 業 統討調 査加工分析`企 業編)

22.中 小 企業生産等指数 作成

23.中 小 企業動態分析

24。 サー ビス業実態調査

25.主 要産 業の生産、 出荷、在渾の短期予測モデル

26.商 業 動態絃計調査再編`資 金)

27.生 産 動態統 計調査の一部

5統 計調査結果の公表

娼年度 中に調査統計部に齢いて公表 された年報、月報

等 の資料及 び刊行 物は次の とお りで ある。

① 年 報

。通商産業統計要覧

。わが国の鉱工業

oStati菖ticsonJapaneseIndustries

。昭和48年 の鉱工業生産活動

・商業統計表 〔45年)`品 目編)

。百貨店販 売統計年報

。割賦販売実態調査報告書(46年)

。工業統計表`46年)1産 業編 、品 目編、分布相関編、

用地用水編)

。鉄鋼統計年報

・機械統計年報

。繊維統計年報

。紙 、パ ルプ統計年報

。紙 流通統計年 報

。雑貨統計年報`日 用 品、陶磁器等編、皮革編)

。化学工業絞 計年報

。プラスチック製品統計年報

・窯業 絞計年報

・建材績計年報

。ゴム製品統計年報

・生コンク リート統計年報

O本 邦鉱業のすう勢

・石油凝計年報

。非鉄金属等需給統計年報

。非鉄金属製品絞計年報

Q石 炭、コークス統計年報

。炭鉱設備切羽調査

・コークス製造設備調査

。鉱工業指数年報`45年 基準)

。昭和 婚年産業連関表

② 季 報

。四半期別の鉱工業生産活動

③ 月 報

。通産統計

・主要経済指標

Q商業動態続計月報

・百貨店販売統計月報

・生産、出荷、在庫指数確報

。鉄鋼統計月報

。機械統計月報

・機械器具流通統計月報

Q繊 維統計月報

・紙 ・パルプ統計月報

・紙流通統計月報

。雑貨統計月報

・化学工業績計月報

。窯菜 ・建材統計月報

・ゴム製品統計月報

・プラスチ ック製品統計月報

。鉱業統計月報

・石油統計月報

・非鉄金属製品統計月報

・石炭統計月報

。コークス統計月報

④ 速 報

・商業統計速報147年 〉

・商業動態統計速報

・百貨店販売統計速報

。生産、出荷、在庫統計速報

。45年産業連関表速報

・原材料統計速報

。鉄鋼統計速報

。機械統計速報

。機械器具流通絞計速報

・繊維統計速報

。紙 ・パルプ統計速報

。紙流通統計速報

・雑貨統計速報

。化学工業統計速報

・窯業 ・建材統計速報



。ゴム製品統計速報

・地金生産速報

・石油統計速報

・石油製品需給統計速報

・石炭統計速報

。輸入炭需給統計速報

。コークス統計速報

・工業実態基本調査速報

⑤ その他

。昭和45年基準鉱工業指数総覧

。経済統計研究

。工業統計概数表(46年)


